


  2012年3月期　第2四半期の業績について

　当第2四半期におけるアイフルグループの連結営業収益は、
591億円（前年同期比27％減）となりました。この主な要因は、総
量規制の影響及び、利息返還請求に伴う債権放棄の高止まり等
により、営業貸付金残高が2,048億円（同29％）減少したことによ
るものです。
　費用面では、前期末に同業大手による会社更生手続に伴う利
息返還請求の増加影響も見込んで、利息返還関連引当金の繰り
入れを行っており、当第2四半期においては、利息返還関連費用
及び、利息返還に伴う貸倒引当金の繰り入れを行わなかったこと
から、貸倒関連費用が前年同期比91億円（35％）減の171億円
となったほか、残高減少に伴う変動コストの減少や本年7月1日の
グループ再編をはじめとする事業効率化により、人件費や物件費
等が削減された結果、営業費用は496億円（同35％減）となり、営
業利益は94億円（81％増）、経常利益は85億円（同107％増）と
なりました。
　このほか、事業再生計画に基づく、ＡＤＲ債権の買取益や社債
の買入消却益等、48億円の特別利益を計上した結果、当期純利
益は111億円（同228％増）となりました。
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株主・投資家の皆様へ

株主の皆様には、
平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申しあげます。

2012年3月期 第2四半期の業績概況について
ご報告申し上げます。



  足元の経営状況について

　当社グループを取り巻く経営環境は、利息返還請求の高止まり
による直接的な経営の圧迫に加え、貸金業法施行による市場規
模の縮小、収益力の低下など、引き続き厳しい状況が続く見通しで
あります。
　このような環境の中、当社グループは、事業再生ADR手続の事
業再生計画を着実に履行するため、営業・事務拠点の閉鎖・統合
を行うなど、コスト構造改革による徹底した経費削減や業務効率
化を進めるとともに、一時休止しておりましたテレビCMを本年6月よ
り再開するなど、より一層の優良債権の積み上げに努め、財務体
質並びに収益性の改善に取り組んでおります。
　このほか、先般公表いたしましたとおり、当社グループの中核事
業に経営資源を集中し、グループ全体での事業効率の向上を図る
ため、株式会社ライフを会社分割し、信販・カード事業を中心に新
会社である、ライフカード株式会社に承継し、消費者金融事業は、
他の子会社とともにアイフル株式会社に吸収合併を行うグループ
再編を本年7月1日に実行しております。
　今後も引き続き、コスト構造改革により、財務体質並びに収益
性の改善を図り、より一層の優良債権の積み上げや債権ポート
フォリオの良質化に努めるとともに、グループ全体で更なる事業効
率の向上に努め、すべてのステークホルダーのご支援・ご期待にお
応え出来る様、事業再生計画の確実な履行に全力を尽くしてまい
ります。
　株主・投資家の皆様におかれましては、より一層のご支援、ご鞭
撻を賜りますよう心よりお願い申し上げます。
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代表取締役社長
社長執行役員
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（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。

営業収益

　営業貸付金利息

　包括信用購入あっせん収益

　個別信用購入あっせん収益

　信用保証収益

　その他の営業収益

営業費用

　金融費用

　貸倒関連費用

　利息返還関連費用

　その他の営業費用

営業利益又は損失

営業外収益

営業外費用

経常利益又は損失

特別利益

特別損失

税金等調整前当期純利益
又は損失

法人税、住民税及び事業税等

法人税等調整額

少数株主利益又は損失

当期純利益又は損失

　　 81,043

59,338

6,666

462

3,045

11,483

75,839

6,325

26,313

8,999

34,202

5,203

405

1,477

4,131

926

1,750

3,307

76

△ 67

△ 101

3,400

59,102

40,468

5,487

211

2,455

10,463

49,686

5,144

17,172

-

27,370

9,416

430

1,292

8,554

4,800

1,491

11,863

629

△ 4

90

11,148

第２四半期
累計期間

第２四半期
累計期間

（2011年4月1日から
2011年9月30日まで）

（2010年4月1日から
2010年9月30日まで）

（単位：百万円）

⑤

⑥

⑦

⑧

連結損益計算書（要旨）
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⑤営業収益
　営業収益は、前年同期に比べ219億円（27％）減の591億円とな
りました。このうち、総量規制の導入や利息返還請求に伴う債権放棄
の影響による営業貸付金の減少、販売金利の引き下げなどによって、
営業貸付金利息は、前年同期に比べ188億円（32％）減の404億
円となりました。

⑥貸倒関連費用
　貸倒関連費用は、利息返還請求に伴う債権放棄に対する引当金
の繰り入れは行わなかったこと及び、残高の減少に伴い債権質の良
化が進んでいることから一般貸倒が減少しており、前年同期に比べ
91億円（35％）減の171億円となりました。

⑦利息返還関連費用
　当第2四半期における利息返還金（キャッシュアウト額）は、前年同
期に比べ83億円（17％）減の403億円となりました。前期末に同業
大手による会社更生手続に伴う利息返還請求の増加影響も見込ん
で、利息返還関連引当金の繰り入れを行っているため、当第2四半期
は繰り入れを行っておりません。

⑧特別損失
　事業再生計画に基づく、ADR債権の買取益として29億円、社債の
買入消却益として5億円、固定資産の売却益として2億円等、特別利
益として48億円（前年同期比418％増）を計上しております。
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29,182

3,859

△ 41,128

△ 14

△ 8,100

139,971

131,870

99,524

2,461

△ 137,553

△ 25

△ 35,592

128,748

93,155

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る
換算差額

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の
期首残高

現金及び現金同等物の
期末残高

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しています。

（単位：百万円）

（2010年4月1日から
2010年9月30日まで）

連結キャッシュフロー計算書（要旨）

第２四半期
累計期間

第２四半期
累計期間

（2011年4月1日から
2011年9月30日まで）

 ⑨営業活動によるキャッシュ・フロー
　営業活動の結果得られた資金は291億円（前年同期比71％減）
となりました。これは主に営業貸付金及び割賦売掛金などの営業債
権の減少による資金の増加が、貸倒引当金及び利息返還損失引
当金の減少による資金の減少を上回ったことによるものです。

 ⑩投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動の結果得られた資金は38億円（前年同期比57％増）
となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入によるも
のです。

 ⑪財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動の結果使用した資金は411億円（前年同期比70％
減）となりました。これは主に、借入金の返済や社債の償還によるも
のです。

⑨

⑩

⑪



（2011年9月30日現在）
会社概要

アイフル株式会社（AIFUL CORPORATION）
京都市下京区烏丸通五条上る高砂町 381-1
1967年（昭和42年）4月
1978年（昭和53年）2月
1,433億24百万円
代表取締役社長　福田 吉孝
1,969名（連結）
623店
http://aiful.jp

商 号
本 社 所 在 地
創 業
設 立
資 本 金
代 表 者
社 員 数
店 舗 数
ホーム ページ

発行する株式の総数
発行済株式の総数
（内、自己株式）
株主数

568,140,000株
240,933,918株

457,820株
28,913名

株式構成

株式会社AMG

福田 光秀

株式会社丸高

J.P.MORGAN CLEARING CORP-CLEARING

大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS(E)BD

日本証券金融株式会社

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG(FE-AC)

BBH BOSTON CUSTODIAN FOR GMO INTL
INTRINSIC VALUE FUND

STATE STREET BANK ANDTRUST COMPANY 
505223

19.68
12.89
5.09
4.60
2.76
2.00
1.66
1.45

0.77

0.69

47,407
31,067
12,271
11,088
6,639
4,825
4,003
3,492

1,865

1,663

大株主
株 主 名　　 持株数（千株）　 持株比率（％）

株式分布図

会社情報・株式情報

■所有株数別■所有者別

金融機関等　　　その他の法人
外国法人等　　　個人･その他

5千株未満　　　5千株以上 25千株未満
25千株以上 50千株未満
50千株以上

5.96％
14,359千株

30.56％
73,625千株

15.66％
37,729千株

47.82％
115,218千株

7.74％
18,642千株

12.19％
29,360千株

5.22％
12,583千株74.85％

180,347千株

10






